
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
教育関係共同利用拠点　申請書
	大学名
	

	申請者
	学　長　名
	

	
	本部所在地
	〒



	拠点の名称
	（例：○○○○○拠点）

	申請施設の名称
	（例：○○教育センター，○○宿舎○○棟，練習船○○丸　等）

	申請施設の種類
	１．日本語教育センター

２．留学生宿舎
３．大学の教職員の組織的な研修等の実施機関
４．練習船
５．演習林

６．農場
７．臨海・臨湖実験所

８．水産実験所
※該当する申請に○を付けてください

	申請組織の代表者
（申請施設の運営について権限を有する者）
	フリガナ
	
	所属部署
	

	
	氏名
	
	
	

	
	役職名
	

	
	所在地
	〒



	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	

	１．教育関係共同利用拠点の全体概要（告示第二条第一号及び第三条第一号関係）

	（1） 共同利用拠点としての認定を受ける趣旨及び必要性

· 申請施設の目的・役割，認定後の施設の利用計画，見込まれる教育効果，大学間連携への貢献等について記載してください。
　　＜記載上の留意点＞

　申請施設の種類に応じ，以下の点を記載してください
　　【１．日本語教育センターの場合】
　　・多様な出身国の留学生が利用可能か

　　・カリキュラム，シラバス，成績評価基準等が整備され体系的な教育が行われているか

　　【２．留学生宿舎の場合】

　　・留学生と日本人との混住であるか

　　・渡日1年以内，または入学後1年以内の留学生が優先的に入居できるか

　　・多様な出身国の留学生が入居可能か

　　・留学生間，留学生と日本人学生間，留学生と地域住民間等，国際交流・地域交流ができる施設設備や運営規程が整備され，体系的な取組・事業が行われる見込みがあるか

　　【３．大学の教職員の組織的な研修等の実施機関の場合】
　　・対象者は，教員・職員のいずれか。または双方を対象とするものか。
・受講対象者のレベル・専門分野に対応した体系的なプログラムの提供等，適切な対応が可能か
　　・他大学における教員の組織的な研修等または職員の組織的な研修等に関する指導や相談を行う者を育成するための取組みが可能か
　　【４．練習船，演習林，農場，臨海・臨湖実験所，水産実験所の場合】

　　・原則として単位認定をともなう，教育課程上の実習を提供することが目的となっているか。

なお，当該施設を用いた実習を授業科目の一部分として実施し，単位認定をともなう場合も含まれる。


	２．申請施設の概要（告示第二条第二号及び第三条第二号，第三号関係）

	※　申請施設におけるこれまでの主な利用実績【別紙１】
　（新設される施設においては記入不要）

※　「学則その他大学の内規等で申請施設の設置を規定しているものの写し」，及び「概要の分かる資料（パンフレット等）」を添付してください。ただし，新設される拠点で学則等の規程が未整備の場合，今後整備する学内規定における位置づけや，設置計画の概要等，内容の分かるものを提出してください。

※　運営上の責任体制に関する部分については，傍線を引く等して明示するようにしてください
※　経費に関する資料として，以下についても提出してください。

　　①　申請施設の運営に関する経費の概要がわかるもの

　　②　利用にあたって費用徴収を行う場合，利用料金がわかる資料


	３．教育関係共同利用の状況

	（１）運営委員会の状況

※　設置規則及び委員名簿を別途添付してください（告示第二条第三号及び第三条第四号関係）

	（２）教育関係共同利用の公募方法（告示第二条第四号及び第三条第五号関係）

※共同利用拠点を利用する大学に関する公募・決定の方法について記載してください

　　＜記載上の留意点＞

　申請施設の種類に応じ，以下の点を記載してください

【１．日本語教育センターの場合】

・他大学の留学生が広く対象となり，利用に当たって不利になることはないか

　　【２．留学生宿舎の場合】

　　　・他大学の留学生が広く対象となり，利用に当たって不利になることはないか

　　【４．練習船，演習林，農場，臨海・臨湖実験所，水産実験所の場合】

　　　・他大学の学生も同等・同質の条件で利用できることとなっているか



	（３）教育関係共同利用に供する施設，設備及び資料等の状況【別紙２】
（告示第二条第五号及び第三条第六号関係）

	（４）共同利用する大学や利用者に対する支援体制（告示第二条第六号及び第三条第七号関係）
　　＜記載上の留意点＞

　申請施設の種類に応じ，以下の点を記載してください

　　【１．日本語教育センターの場合】

　　　・同センターで教育する留学生数に応じた教職員数が確保されているか

　　【２．留学生宿舎の場合】

　　　・チューター，レジデントアシスタント，カウンセラー，留学生相談員等，学生が生活する上での支援体制が整備されているか
　　　・外国語による対応が可能であるか。
　　【３．大学の教職員の組織的な研修等の実施機関の場合】

・他大学からの要請に応じて講師を派遣する体制が整備されているか

・他大学の教職員の組織的な研修等の実施機関と連携して取組みを進める体制が整備されているか
・教職員の組織的な研修等に関する調査研究や情報収集等を通じ，教職員や研修等担当者等からの相談に適切な対応が可能な体制がとられているか
・教職員の組織的な研修等に関する研修プログラムの講師やコンサルタント等として指導や相談の経験を持ち，専門性を備えた専任の担当者が配置されているか

・教職員の組織的な研修等を支援するための教材やプログラム等を開発する体制が整備されているか
　　【４．練習船の場合】

　　　・単独航海・混乗（※）のいずれの形態をとっても差し支えないが，原則として練習船を保有する大学等（以下「保有大学」という）の練習船の乗組員等が，船上での教育を行うこととなっているか
　　　　※　単独航海とは，他大学の学生のみが航海することを，混乗とは，保有大学の学生と一緒に他大学の学生が航海することをいう
　　　・他大学の学生を受け入れる適切な教職員体制がとられているか
　　【５．演習林，農場，臨海・臨湖実験所，水産実験所の場合】

　　　・保有大学以外の学生のみが単独で利用する形態，保有大学の学生と一緒に他大学の学生が利用する形態のいずれをとっても差し支えないが，原則として実習における教育は保有大学の教員等がおこなうこととなっているか

　　　・他大学の学生を受け入れる適切な教職員体制がとられているか
　　　・著しく不便な地域に位置する場合には，当該施設までの交通手段が確保できるか
　　　・全国からの利用を想定し，学生の宿泊場所等に関する便宜供与が可能か


	（５）教育関係共同利用に関する情報提供・情報発信（告示第二条第七号及び第三条第八号関係）
　　　※教育関係共同利用に関する外部への情報提供の内容・方法について記載してください


	（６）単年度又は複数年度の教育関係共同利用への参加見込み者数等

（告示第二条第八号及び第三条第九号関係）
　　＜記載上の留意点＞

　申請施設の種類に応じ，以下の点を記載してください

　　【２．留学生宿舎の場合】

　　・海外の大学との交流協定・プログラム等に基づく留学生の入居がどの程度見込まれるか
　　【３．大学の教職員の組織的な研修等の実施機関の場合】

　　・他大学に対する講師派遣や教職員等からの相談で見込まれる件数や，利用大学の教職員を対象とした研修の開催回数やのべ参加人数がどの程度見込まれるか
　　【４．練習船の場合】

　　・利用見込み大学数及び他大学の共同利用見込み者数のほか，「年間運航可能日数」，「共同利用使用可能日数」及び「共同利用日数」がどの程度見込まれるか
　　【５．演習林，農場，臨海・臨湖実験所，水産実験所の場合】

　　・利用見込み大学数，他大学の共同利用見込み者数及び共同利用見込み日数がどの程度見込まれるか


	

	事務担当責任者
	フリガナ
	
	所属部署

役職名
	

	
	氏名
	
	
	

	
	所在地
	〒



	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	


【別紙１】
申請施設におけるこれまでの主な利用実績

（平成○○年度）

	利用実績の概要

	

	　

	　

	　

	　

	　

	　
　


○○○大学○○○○○（申請施設名）

※　過去３年度（平成１９～２１年度）分の主な利用実績を記入すること。その際，共同利用の以外の通常の利用についても状況がわかるように留意すること。
　※　新設される施設については記入不要
【別紙２】
共同利用に供する施設，設備及び資料等の状況

（平成○○年度～平成○○年度）

○○○大学○○○○○（申請施設名）

	施設，設備及び資料等名
	概　　　　要

	
	

	（例）

○○施設
	

	○○設備
	

	○○文献データベース
	

	　
	　

	※　１．日本語教育センターの場合，開設クラス数，最大受講者数，他大学からの受入れ可能な受講者数等，事業規模が分かるように記載して下さい
※　２．留学生宿舎の場合，居住可能者数（部屋数），他大学から受入れ可能な入居者数等，事業規模が分かるように記載して下さい
※　３．専門性が高い施設，設備等については，その内容が具体的に分かるように写真等を付すなど，概要及びその用途が分かり易くなるよう記載して下さい。




※　現在共同利用者が利用することが可能な設備・資料等について記入すること

※　新設される設備については，予定を記入すること

教育関係共同利用拠点　申請書記入要領

一．共通留意事項

・申請書はすべて日本工業規格Ａ４版で作成して下さい。

・文字の大きさは９ｐｔ～１２ｐｔ程度で作成して下さい。

・誤記入があった場合は改めて作成して下さい。（訂正印，修正液の使用はご遠慮下さい。）

・作成にあたって，文字数の超過等により，不自然な罫線のずれや改行等が生じた場合は，読みやすい形で適宜修正を施し作成して下さい。

・様式にあらかじめ※記号で入っている留意事項及び記入例は削除して作成して下さい。

・教育関係共同利用拠点の申請にあたっては，原則，学長からの申請としてください。

二．申　請　書　

・「申請者」欄は，学長の氏名を記入して下さい。

・「拠点の名称」欄は，拠点の名称を記入して下さい。（例：○○○拠点）

・「申請拠点の種類」欄は，該当する申請の番号部分に○をつけてください。なお，一つの申請では一種類のみとさせていただきますので，二以上の施設の種類で申請をする場合は，それぞれに申請書を作成してください。

１．教育関係共同利用拠点の全体概要

・「共同利用拠点としての認定を受ける趣旨及び必要性」欄は，申請施設の目的・役割，認定後の施設の利用計画，見込まれる教育効果，大学間連携への貢献等について記載してください。
２．申請施設の概要
　・申請施設におけるこれまでの主な利用実績を，【別紙１】に過去３年度分（平成１９～２１年度）の主な利用実績について記入してください。なお，申請時点において，平成２２年度内に顕著な利用実績等をあげている場合は，平成２２年度分を別葉で作成し提出いただいてもかまいません。
・学則その他大学の内規で申請施設の設置を規定しているものの写しを添付して下さい。新設される拠点で学則等の規程が未整備の場合，今後整備する学内規定における位置付け，改訂の見通し等，内容のわかるものを提出してください。

　その際，運営上の責任体制に関する部分については，傍線を引く等して明示するようにしてください。

・経費に関する資料として，

　①　申請施設の運営に関する経費の概要が分かる資料を添付してください。その際，文部科学省からの補助金等を使用している場合は，合わせて明記してください。

　②　利用者・利用大学等から費用の徴収を行う場合は，料金に関する規程等がわかるものを添付してください。
３．教育関係共同利用の状況

・「（１）運営委員会の状況」については，設置規則及び委員名簿を別途添付して下さい。

・「（２）教育関係共同利用の公募方法」欄は，教育関係共同利用拠点としての公募・採択方法を記入して下さい。なお，採択を審議する組織の設置規則類及び委員名簿等を別途添付して下さい。（設置規則類及び委員名簿等は，案でも可）

※「日本語教育センター」及び「留学生宿舎」の申請については，設置大学以外の留学生が広く対象となり，利用に当たって不利となることがないかについても記入願います。

※「練習船」，「演習林」，「農場」，「臨海・臨湖実験所，水産実験所」の申請については，他大学の学生も同等・同質の条件での利用が可能かについて記入願います。
・「（３）教育関係共同利用に供する施設，設備及び資料等の状況」を，【別紙２】に，過去３年度（平成１９～２１年度）分の実績を別葉で記入して下さい。申請施設が保有する施設，設備，学術資料・データベース等，概要及び利用数，アクセス数等を記入して下さい。
　　また，全体の規模等を把握する観点から，通常の利用状況についても併せて記載してください。
なお，申請時点において，平成２２年度内に，利用数等の大幅な増加や新たな施設，設備等の導入がある場合は，平成２２年度分を別葉で作成（追加）し提出いただいてもかまいません。

・「（４）共同利用する大学や利用者に対する支援体制」欄は，申請施設の種類に応じ，以下の状況について記入してください。

※【１．日本語教育センターの場合】

　・同センターで教育する留学生数に応じた教職員数が確保されているか

※【２．留学生宿舎の場合】

・チューター，レジデントアシスタント，カウンセラー，留学生相談員等，学生が生活する上での支援体制が整備されているか

・外国語による対応が可能であるか。

※【３．大学の教職員の組織的な研修等の実施機関の場合】

・他大学からの要請に応じて講師を派遣する体制が整備されているか

・他大学の教職員の組織的な研修等の実施機関と連携して取組みを進める体制が整備されているか

・教職員の組織的な研修等に関する調査研究や情報収集等を通じ，教職員や研修等担当者等からの相談に適切な対応が可能な体制がとられているか

・教職員の組織的な研修等に関する研修プログラムの講師やコンサルタント等として指導や相談の経験を持ち，専門性を備えた専任の担当者が配置されているか

・教職員の組織的な研修等を支援するための教材やプログラム等を開発する体制が整備されているか

※【４．練習船の場合】

・単独航海・混乗（※）のいずれの形態をとっても差し支えないが，原則として練習船を保有する大学等（以下「保有大学」という）の練習船の乗組員等が，船上での教育を行うこととなっているか

※単独航海とは，他大学の学生のみが航海することを，混乗とは，保有大学の学生と一緒に他大学の学生が航海することをいう

※【５．演習林，農場，臨海・臨湖実験所，水産実験所の場合】

・保有大学以外の学生のみが単独で利用する形態，保有大学の学生と一緒に他大学の学生が利用する形態のいずれをとっても差し支えないが，原則として実習における教育は保有大学の教員等がおこなうこととなっているか

・著しく不便な地域に位置する場合には，当該施設までの交通手段が確保できるか

・遠隔地から利用する学生の負担を考慮する観点から，学生の宿泊場所に関し，どのような配慮を行うことができるか
・「（５）教育関係共同利用に関する情報提供・情報発信」欄は，他大学に対する参加の方法，利用可能な施設，設備及び資料等の状況等の情報の提供方法について記入して下さい。

・「（６）単年度又は複数年度の教育関係共同利用への参加見込み者数等」欄は，共同利用に参加が見込まれる大学及び対象者の数を記入して下さい。その際，見込まれる参加者数約○○人（延べ約○○○人・日）というように，見込まれる実人数と延べ人数を記入して下さい。　

また，申請施設の種類に応じ，以下の点を記載してください

　※【２．留学生宿舎の場合】

　・海外の大学との交流協定・プログラム等に基づく留学生の入居がどの程度見込まれるか

　※【３．大学の教職員の組織的な研修等の実施機関の場合】

　・他大学に対する講師派遣や教職員等からの相談で見込まれる件数や，利用大学の教職員を対象とした研修の開催回数やのべ参加人数がどの程度見込まれるか

　※【４．練習船の場合】

　・利用見込み大学数及び他大学の共同利用見込み者数のほか，「年間運航可能日数」，「共同利用使用可能日数」及び「共同利用日数」がどの程度見込まれるか

　※【５．演習林，農場，臨海・臨湖実験所，水産実験所の場合】

　・利用見込み大学数，他大学の共同利用見込み者数及び共同利用見込み日数がどの程度見込まれるか
別添２
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